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「環境再生計画」に基づく県の取組 

 

      環境再生計画の 3本の柱＝自然再生、地域振興、情報発信 

 

１ 地域振興について 

（１）これまでの取組経緯 

・ 県では、「環境再生計画」（平成 22年 3 月策定）の策定に当たり、平成 20年

度に跡地利用等に係る全国提案募集を実施。対象エリアは、青森県不法投棄現

場＋浸出水処理施設敷地。 

 

・ 応募のあった提案の中から以下の５提案を優秀提案として選定。 

① 「自然配植の考え方に基づく県民参加型自然再生」（八戸市森林組合） 

② 「資源循環型によるエコアグリカルチャー」（東急建設株式会社） 

③ 「環境調和型廃棄物処理施設と四季公園」（NPO最終処分場技術システム研究協会） 

④ 「環境再生博物館でアートで発信」（慶應義塾大学藤倉研究会） 

⑤ 「教訓を次世代に語り継ぐ県境環境再生記念公園」（八戸工業大学） 

 

・ このうち、地域振興に係る提案②及び③の事業者に事業化の働きかけ。その 

結果、②の提案者である東急建設から、自らが事業主体となって実施したいと 

の前向きな回答が得られたことから、同社と事業立地に向けた協議を進めてき 

た。（平成 22年度～） 

※③は提案のみで自ら実施主体となるつもりはないとのこと。①は自然再生で事業化、④⑤ 

は提案のみの者。 

 

（参考） 

「資源循環型によるエコアグリカルチャー」（東急建設株式会社） 

     木質バイオマスから電気、熱、水素ガスをつくる施設を整備。電気、 

水素ガスは販売、熱は農業ハウスで利用する。 

   ※後に木質バイオマス→食品残さや畜産バイオマスに変更、水素ガスは断念。 

 

・ その後の調査で、バイオマス原材料の安定確保に目処が立たないこと、帯水 

層を貫通する基礎を打つ必要のある重量物の建設は、地下水浄化に悪影響を与 

えるおそれがあることなどの理由から、東急建設では事業立地を断念すること 

となった。（平成 25年 11月 1日） 

 

資料５ 
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・ また、その他の再生可能エネルギー設備に係る立地可能性については以下の 

とおり。 

◇ 太陽光発電設備：パネルの設置場所が限られること、冬期間の積雪が多 

いことなどから、売電を目的とした立地は経済性から難しい。（平成 22年 

度環境省調査） 

◇ 風力発電設備：帯水層を貫通する基礎を打つ必要のある重量物の建設は、 

地下水浄化に悪影響を与えるおそれがあるため不可。（平成 25年度） 

◇ 東北電力では、再生可能エネルギーの電力を買い取る契約について、契 

約の急増により電力の安定供給に支障が生じるおそれがあるとして、平成 

26年 10月１日から契約の受付を中断することを表明。 

※風力については、同社への系統連携量が 200万 kWに達するまでは受付。 

 

・ 県では、東急建設が事業立地を断念したことを受け、新たな事業立地の可能 

性を探るため、ハード及びソフトの両面で改めて事業主体を募集する案を第 49 

回協議会（平成 25年 11月 9日）に提示。 

   【対象エリア】選別ヤード跡地（8,800㎡） 

※対象エリアは、森林整備計画策定（平成 25年 12月策定）により確定。 

【募 集 期 間】１ヶ月（平成 25年 11月中旬～12月中旬） 

  

・ これに対し、委員から、「募集期間が短い、エリアが小さい。」、「跡地の利 

用については、線引きせず、青森・岩手両県が一緒になって提案を受け入れ 

る形を検討してほしい。」、「時間をかけて議論すべき。」などの意見があった 

ことから、平成 25年度の事業主体の募集は中止することとした。 

 

（２）地域振興エリアの現況 

 ・位置付け  県以外の実施主体において利活用を図るエリア 

  ・対象エリア 選別ヤード跡地（8,800㎡） 

  ・電力    なし ※約 250m先（現場入口付近）に 6,600Ｖの高圧線の配備あり。 

  ・上下水道  なし 

  ・都市ガス  なし 

  ・除雪    なし（町道～現場） 

  ・その他 

   ・ 当該エリアに、地下水浄化に使用する水を確保するための雨水貯留池 

を設置することから、地下水浄化が終了する平成 34年度までは利活用で 

きない。（平成 33年度＝環境基準適合、平成 34年度＝経過観察） 
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・ 地下水浄化終了まで、帯水層を貫通する基礎を打つ必要のある重量物 

の建設は、地下水浄化に悪影響を与えるおそれがあることから不可。 

 

～岩手県側の状況～  

◇土地の状況  

行政代執行費用回収のため、原因者の不動産 23筆を差押中。（「別添１」の 

とおり） 

◇今後の方向性 

     地下水浄化が終了する平成 29年度以降、差押不動産を一括して公売する。 

 

    ※岩手県では、「事案の教訓を後世に伝えるための検討 WG（ワーキンググループ）」を設置。 

検討事項は以下のとおり。（第 62回協議会（平成 26年 9月 27日）） 

（検討事項） 

・原状回復記録の保存や活用のあり方（環境保全、環境教育への活用） 

・跡地の環境再生のあり方 

    

  

 

２ 情報発信について 

（１）資料展示 

     浸出水処理施設において資料を展示中。 

 

（２）事案継承案内板 

    浸出水処理施設稼働終了後の設置。 

 

（３）ウェブアーカイブ 

平成 26年 7月に公開。（「別添２」のとおり） 
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以下、続く。


